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Fig. 1.  Overview of transmission line structure of the power 

line carrier system. 
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This paper conducted experiments to model the channel for digital transmission based on the analysis of the experimental 

results obtained, and revealed the characteristics of propagation loss, characteristics of delay path profile and the noise 
characteristics of the power line carrier system that uses power transmission lines. In terms of the characteristics of propagation 
loss, experimental results were subjected to multiple regression analysis and an equation to estimate propagation loss was derived 
with useful parameters. With the characteristics of delay path profile, additional loss of the delay path was modeled and clarified. 
It was indicated that delay path travel both by in-phase propagation and out-phase propagation, thus it is important to consider 
these two propagation characteristics when modeling. With the noise characteristics, it was indicated that they are superposition 
characteristics of thermal noise and impulse noise and these two characteristics were modeled based on theoretical examination 
and the cumulative probability distribution. Simulations using these derived models agreed well with the measurement results, 
indicating these models will be practical for use. 
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1. はじめに 

送電線路を伝送媒体とする電力線搬送方式は，電力保安

通信用として最も歴史のある伝送技術であり，昭和 20 年代

初めから 30 年代にかけ多くの研究報告(1)～(3)がなされ，完成

された技術として適用されてきた。災害時における信頼度

も高く，山間地の電気所など通信ケーブルの施設が困難な

個所にも適用できる伝送方式である。 
その伝送回路の構成は Fig.1 に示すように，電気所側へ高

周波流入を阻止するライントラップ（LT）が送電線に直列

に挿入され，送電線に高周波的に結合させるカップリング

キャパシタ（CC）と，高周波のみを通過させるカップリン

グフィルタ（CF）とで，送電線路に高周波回路が形成され

ている。 
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Table 1.  Measurement parameters. 

Carrier frequency 175kHz,275kHz,325kHz,375kHz,425kHz

Tx power +10dBm 

Modulation method 64QAM 

Symbol rate 32ksymbols/s 

Tx filter root Nyquist filter (α=0.5) 

Receiver Spectrum analyzer 

 

Fig. 2.  Setup for measurement propagation loss. 

 

この電力線搬送方式については，近年の IP 機器の急速な

普及や，通信機器のディジタル化へ対応するため，伝送方

式をアナログからディジタルへ移行させる，新たなディジ

タル伝送方式の装置開発が求められており，電力保安通信

用 IPネットワークとして活用されることが期待されている。

この伝送装置を効率よく開発するためには，ディジタル伝

送時の伝搬損特性，電力遅延プロファイル特性，雑音特性

など，送電線路での伝送特性を解明することが不可欠であ

り，特にこれら特性をチャネルモデル化することは重要な

要素となってくる。 
しかしながら，送電線路を用いた電力線搬送方式での伝

送特性の解析は，当然のことながらアナログ方式による音

声帯域幅での報告(4)～(6)がおもであり，電力線搬送方式へ割

当てられている高周波数帯域（100kHz～450kHz）で，ディ

ジタル伝送することを考慮した伝送特性についての報告は

見うけられない。特に電力遅延プロファイル特性について

は，屋内電力線によるインパルス応答特性が報告(7)されてい

る程度であり，送電線のように十数 km と長距離となる伝送

路での電力遅延プロファイル特性についての報告はなされ

ていない。 
本論文では帯域幅 50kHz 程度を用いる送電線用ディジタ

ル電力線搬送装置を開発するにあたり，66kV 実送電線路を

用いた伝送実験と，その実験結果に基づいた解析によるデ

ィジタル伝送のチャネルモデル化を示す。まず，2 章では，

帯域幅 50kHz の 64QAM ディジタル変調方式を用いた伝搬

損特性について実験結果を示し，その結果から重回帰分析

による伝搬損の推定式を示す。3 章では，送電線路内で遅延

波を発生する反射経路モデルを示し，このモデルに基づく

付加損失（反射損，動作減衰量，異相間結合減衰量）を周

波数特性および時間特性の両実験結果から求め，電力遅延

プロファイルを明らかにする。また，伝送線路の 1 線（3 相

交流の 1 相）を伝搬する遅延波と，残線（伝送線路の相とは

異なる相）を伝搬する遅延波の両特性が，電力遅延プロファ

イルに大きく影響をすることを示す。最後に，4 章では電力

線搬送方式における雑音特性は，熱雑音とインパルス雑音

の両特性が重畳していることを，理論検討から導いた近似

式の累積確率分布特性と，実験結果の累積確率分布特性と

の比較により明らかにし，雑音モデルの有用性を示す。 

2. 伝搬損の測定とその推定式 

実送電線路における高周波帯域の伝搬損値については，

いくつかの実験結果が報告(4)(8)されている。また，長距離送

電線の搬送波動作減衰量を，理論計算および実測結果から

算出された概略式(9)も報告されている。しかし，これらはあ

る帯域幅を用いて伝送するディジタル伝送を考慮して導か

れたものではなく，狭帯域伝送の環境下で行われたもので

ある。ディジタル伝送に適用するためには帯域伝送での伝

搬損特性を把握し，伝搬損推定式を明らかにすることが必

要である。 
特にこの伝搬損の推定式を見出すことは，受信電力を推

定することが可能となること以外にも，遅延波となる反射

電力量を推定するパラメータとしても適用されるため，適

応波形等化器等のシステムデザインを決定する重要なファ

クターになるからである。 
本章では，電力線搬送装置と送電線路との結合方式がも

っとも一般的である 1 線大地間結合方式で，送電線の線種

は ACSR120mm2～160mm2 の線路を対象とし，50kHz 帯域幅

での伝搬損推定式を示す。 
〈2･1〉 伝搬損測定  伝搬損推定式を導出するにあた

り，運用されている電力線搬送用伝送路を用い，分岐の無

い送電系統 3 系統，ライントラップにより分岐がされてい

る送電系統 7 系統の計 10 系統で測定を行った。なお，ライ

ントラップにより分岐がされている電力線搬送の系統は，

ほとんどが 2 分岐以下で構成されていることから，測定デ

ータは 2 分岐までのものとなっている。 
測定諸元を Table 1 に，測定系の構成を Fig.2 に示す。キ

ャリア周波数は 175kHz～425kHz 間の 5 波で，伝送速度

192kbps の PN 符号を 32kbps のシンボルレートで 64QAM 変

調を行い，送信電力 +10dBm で送信している。受信装置と

して用いるスペクトラムアナライザは，受信帯域幅を 50kHz
に設定し，その帯域に落ち込んでくる全電力量の平均値を

求め，送信電力との差を伝搬損値として求めている。 
〈2･2〉 伝搬損推定式の導出  全測定系統の諸元と伝

搬損値の測定結果を Table 2 に示す。測定結果に示されてい

るように，同一系統での伝搬損値は各測定周波数で 1dB～
2dB 以内の偏差であることや，周波数を考慮せずに伝搬損値

を求められる取扱いやすい式とするため，複数の周波数測

定データをもつ系統では平均値のデータを求め，送電線系

統単位ごとのデータとして整理した。 
これまでの報告では送電線路の伝搬損となる搬送波動作
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Table 2.  Specification of measurement, and results. 

 Distance Branch 
line 

Carrier 
frequency 

Propagation
loss 

① 16.3km 2 branch 275kHz 

325kHz 

9dB 

9dB 

② 28.5km 1 branch 275Khz 

325kHz 

375kHz 

425kHz 

10.2dB 

11.8dB 

11.5dB 

11.2dB 

③ 5.2km Non-branch 175kHz 5.5dB 

④ 57.6km 2 branch 275kHz 

375kHz 

17.0dB 

18.6dB 

⑤ 16.6km 2 branch 375kHz 

425kHz 

10.1dB 

10.5dB 

⑥ 10km Non-branch 175kHz 10.0dB 

⑦ 16.9km 2 branch 275kHz 13.5dB 

⑧ 21.5km 1 branch 325kHz 

425kHz 

12.5dB 

13.0dB 

⑨ 29.3km 2 branch 375kHz 15.0dB 

⑩ 29.3km Non-branch 325kHz 11.0dB 

 

 
Table 3.  Evaluation of regression. 

Item value 

Variance ratio 7.8 

Standard regression 

coefficient 

D=0.73 

B1=0.21 

B2=0.37 

Decision coefficient 0.8 

Standard error 1.88dB 
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Fig. 3.  Comparison of regression and measured propagation loss. 

 

減衰量は直線回帰で示されている(9)。そこで，送電線路の伝

搬推定式の導出にあたっては，次式に示す 3 変量のパラメ

ータで回帰式モデルを設定し，重回帰分析を行った。 

1 2 1 3 2( )L d a b D b B b B= + + +  ...................................... (１) 

ここで，L(d )は目的変数となる伝搬損 [dB]，a は定数項で，

CC, CF 等送電線との高周波結合による動作減衰量 [dB]とな

る。b1, b2, b3は各説明変数の係数，D は送電線こう長 [km]，
B1は送電線 1 分岐，B2は送電線 2 分岐の有無に該当する変

数で，有 =1，無 =0 となる。 
以上の3つのパラメータで(１)式の重回帰モデルで分析を

行った結果，送電線路の伝搬損推定式は次式となる。 

1 2( ) 5.97 0.174 1.69 2.41L d D B B= + + +  .................... (２) 

ここで重回帰分析の評価を Table 3 に示す。有意水準 5%，

データ数 10，自由度 (3,6)の場合，有意性の判定に用いる F
分布の F 値は 4.76 である。本回帰式の F 値 7.8 と比較した

場合，4.76 より大きい値であることから，有意水準 5%にお

いては，本回帰式は有意であるといえる。また，送電線こ

う長 D の標準回帰係数は 0.73 と，伝搬損特性に最も影響を

与えているパラメータとなり，送電線分岐系統の有無 B1, B2

も 0.21, 0.37 と伝搬損特性に影響を与えているパラメータと

なることが示されている。また，決定係数は 0.8，標準誤差

は 1.88dB と実測値との大きな誤差は示しておらず，本推定

式により送電線路の伝搬損を良く説明しているといえる。 
〈2･3〉 伝搬損推定式の検証   本論文で作成した

(２)式と実測値との比較を，送電線に分岐の無い系統と，ラ

イントラップによる分岐がある系統の特性を，それぞれ

Fig.3 に示す。分岐が無い系統での実測値は推定した回帰線

上にほぼ分布をしており，分岐のある系統での実測値は回

帰線上からの分散が見うけられる。これは，分岐系統にお

いては線路構成の多様性から，各送電線の特性インピーダ

ンスが同一にはならないためと推測され，その偏差が特性

に表れたものと考える。ところで，送電線に分岐がある場

合の付加損失 LABnは次式(9)から求められる。 

0
1020log 1

2ABn
LT

nZL
Z

= +  ............................................(３) 

ここで，Z0は送電線の特性インピーダンス，ZLTはライン

トラップの特性インピーダンス，n は分岐数である。 
送電線用電力線搬送方式で使用されている周波数帯域の

特性インピーダンス Z0は 500Ω程度(8)であり，阻止帯域にお

けるライントラップの特性インピーダンス ZLT は 1200Ω で

ある。この値を(３)式に当てはめると 1 分岐で LAB1 =1.6dB，
2 分岐で LAB2 =3.0dB の付加損失が得られ，(２)式における 1
分岐の付加損失 b2 =1.69dB，2 分岐の付加損失 b3 =2.41dB の

パラメータと比較するとほぼ一致する値を示し，標準回帰

係数も伝搬損へ影響を与えている値であることから，本パ

ラメータの係数は充分妥当な値であるものと考える。 
また，(２)式における送電線こう長/km あたりの減衰係数

b1 =0.174dB の値が示されている。この値は，これまで 1 線



送電線路のディジタル伝送のモデル化（佐々木範雄，他） 

 1320 IEEJ Trans. EIS, Vol.132, No.8, 2012 

 

 

Fig. 4.  Model for reflection path routes in power line. 

 

 

Fig. 5.  Model for transmitting reflection path route in 

out-phase. 

 

大地間結合方式の実験で示されている測定値(1)(8)(10)，0.1～
0.19dB と比較した場合，良く一致している値となっている。

このことから，ディジタル伝送においても同様な特性とな

ることが確認されたことで，このパラメータの係数は有用

な値を示しているものと考える。 
(２)式の定数項である送電線と高周波結合による動作減

衰量 a=5.97dB の値が示されている。この値は，残線（伝送

線以外の相）が接地されている場合は 2～4dB，開放されて

いる場合が 7～9dB 程度となる報告(9)がなされている。今回

の測定環境は，送電線が充電され運用されている状態での

測定であることから，特性的にはこの 2 つの中間に位置す

るものと考えると，5.97dB の値は中間値を示す値であり，

定数項は妥当な値であると考える。 
以上のことから，本論文で作成した伝搬損の推定式は，

送電線路を用いるディジタル伝送の電力線搬送方式におい

て，周波数帯域（100kHz～450kHz）での伝搬損を推定する

ことは可能であると考える。 

3. 電力遅延プロファイルのモデル化 

送電線路でディジタル伝送を行う電力線搬送装置の開発

にあたっては，送電線路のインパルス応答による遅延特性

を把握することは必要不可欠な事項となる。特に電力遅延

プロファイルのモデル化は，ディジタル伝送装置には必須

となる適応波形等化器(11)に用いるアルゴリズムの方式，補

償する遅延時間とタップ数，周波数領域と時間領域を組み

合わせた適応波形等化方式の要否，さらには伝送速度など，

システムのデザインを決定する重要な要素となるからであ

る。 
これまで，送電線路で行われたインパルス応答の検証で，

送電線故障時に故障点距離を標定するパルスレーダ方式に

おいては，高圧インパルス波を発射した後の反射特性につ

いて検証(12)が行われているものの，ディジタル伝送を目的

とした伝搬遅延特性の実験・解析については，これまで報

告は見うけられない。 
本章では電力遅延プロファイルモデルを設定するにあた

り，必要となる遅延波の付加損失（反射損失，動作減衰量，

異相間結合減衰量）について 3 系統の実送電線路を用い，

周波数特性および時間特性の実験結果から明らかにする。

また，得られた付加損失から推定による電力遅延プロファ

イルモデルを示す。 
〈3･1〉 遅延波の発生要因  遅延波の付加損失を算出

するにあたり，送電線路内で発生する遅延波の要因につい

て，以下の a～f の各項に示す反射経路モデルによる付加損

失を設定した。これら経路を Fig.4 に示す。 
a. 終端装置が設置されている電気所での反射損。 
b. ライントラップのみ設置の電気所での反射損。 
c. ライントラップ設置の分岐箇所での反射損。 
d. ライントラップ未設置の分岐箇所での反射損。 
e. ライントラップ通過による動作減衰量と，電気所イ

ンピーダンスでの反射損。 

さらに，残線（伝送線路の相とは異なる相の線路）のイ

ンピーダンス変化により伝送線の振幅伝達特性に変化を与

えることが知られており(4)，このことは残線の存在が遅延特

性に対し影響を与えていると推測されることから，Fig.5 に

示すように， 
f. 遠端漏話（FEXT）に起因する伝送線と残線との結合

による異相間結合減衰量と，残線伝搬による電気所

インピーダンスでの反射損。 
の存在も設定した。 
これらモデルの経路で発生する付加損失については，次

節以降で示す実験結果から明らかにする。 
〈3･2〉 異相間結合減衰量の算出  前節〈3･1〉で示し

た反射経路モデルでの付加損失を求めるにあたり，初めに

〈3･1〉f 項における異相間結合減衰量を把握しておく必要が

ある。この異相間結合減衰量は Fig.5 に示す経路となる伝搬

損（LOSS）と遠端漏話減衰量（FEXT）との損失差から求め

られるが，一般に遠端漏話減衰量は有線伝送路等で用いら

れているメタルケーブルにおいては，伝送距離と周波数の

二乗に依存する特性(13)となるため，送電線路も同一の特性

になると仮定すれば，伝送距離と周波数が異なる場合の推

定遠端漏話減衰量は次式(14)として求められる。 

0 0
0 0

20log 10log( , ) ( , )F
f lL FEXT
f l

f l f l    
= + +   

   
 

.........................................(４) 

ここで，LF( f, l )は推定遠端漏話減衰量 [dB]，FEXT ( f0, l0)
は基準とする周波数 f0 と，伝送路距離 l0 における遠端漏話

減衰量 [dB]，f および l は比較対象とする周波数と伝送距離

である。このことから，異なる伝送距離と周波数で異相間

結合減衰量を推定するには，基準とする伝送距離と周波数

による遠端漏話減衰量を予め取得しておく必要があるた

め，次項に示す測定と，実験結果から算出を行った。 
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Fig. 6.  Signal transmisstion routes and setup for measurement 

propagation loss and far-end crosstalk loss. 

 
Table 4.  Measurement parameters. 

Frequency band 250kHz-350kHz 

Frequency step 1kHz 

Oscillator out put power +10dBm 

Receive bandwidth 3kHz 
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Fig. 7.  Frequency characteristics of propagation loss and 

far-end crosstalk loss. 

 

 

(a) B power line system (with line trap) 

 

(b) C Power line system (without line trap) 

Fig. 8.  Measured power line system and setup for measurement 

impulse responses. 

 

なお，送電鉄塔においては規格化された仕様で設計され

ており，基準とする送電系統と，推定しようとする異なる

送電系統では各相との導体間隔には大きな差は無く，ほぼ

同一となることから，遠端漏話減衰特性に影響を与える導

体間隔に依存する結合係数(13)(15)については定数項となり，

パラメータとしては導入しなかった。 
(１) 測 定 法  異相間結合減衰量の測定は，Fig.6 に

示すような線間結合伝送方式の，ねん架送電線路 A を用い

て，黒相における伝搬損の周波数特性と，赤相から黒相へ

の遠端漏話減衰量の周波数特性の測定を行なった。 
測定諸元を Table 4 に示す。測定周波数は，他系統システ

ムからの比較的回り込みこの少ない周波数帯域として得ら

れた 250kHz から 350kHz の 100kHz 帯域幅を使用して測定

を行った。送信端に設置したオシレータの送信電力は

+10dBm とし，1kHz ステップで伝搬損測定時は黒相から，

遠端漏話減衰量測定時は赤相から送信した。受信端のスペ

クトラムアナライザは黒相に接続し，3dB 帯域幅（bandwidth）
は 3kHz で受信した。なお，測定時の受信端赤相は終端とし

ている。 
(２) 測定結果と異相間結合減衰量の算出  測定され

た 1kHz ステップの全周波数サンプルデータと，送信電力と

の差から 100kHz 帯域幅の平均伝搬損と，平均遠端漏話減衰

量を算出し，その 2 つの差から異相間結合減衰量を求める。 
Fig.6 に示した黒相の伝搬損特性と赤相から黒相への遠端

漏話減衰特性の結果を Fig.7 に示す。前述したように，この

測定結果の 100kHz 帯域幅での平均伝搬損 Loss=10.2dB と，

基準とする遠端漏話減衰量 FEXT ( f0, l0)=17.0dB との差が赤

相と黒相との基準異相間結合減衰量 LCA( f0, l0)となるので，

LCA( f0, l0)=FEXT ( f0, l0)−Loss から 6.8dB の値が得られる。 
ここで，推定異相間結合減衰量 LC( f, l )は，(４)式の第 1 項

を基準異相間結合減衰量 LCA( f0, l0)=6.8dB に置き換えること

で求められるので，本実験で使用した伝送距離，l0 =9.1km
と，中心周波数 f0 =300kHz を基準値に設定することで，異

なる伝送路環境での異相間結合減衰量 LC ( f , l )を推定するこ

とが可能となる。なお，(４)式の送電線路への適用性につい

ては，次節以降で示すインパルス応答試験結果との検証で

明らかにする。 
〈3･3〉 付加損失を求めるためのインパルス応答試験   
(１) 測 定 法  送電線路における電力遅延プロファイ

ル特性を明らかにし，〈3･1〉節で示した各反射経路モデル

における付加損失（反射損，動作減衰量，異相間結合減衰

量）を求めるため，分岐にライントラップが設置されてい

る送電系統 B（Fig.8(a)）と，分岐にライントラップが設置

されていない送電系統 C（Fig.8(b)）のそれぞれで，インパ

ルス応答試験による電力遅延プロファイルの測定を行った。 
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Table 5.  Measurement parameters. 

Impulse generator 
carrier frequency 

375kHz 
(2.7μs) 

Output power +10dBm 

Receive bandwidth 100kHz 

Recorder sampling rate 1MHz 
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(a) B power line system (with line trap) 
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(b) C power line system (without line trap) 

Fig. 9.  Power line system of delay profile. 

 

 

(a) B Power line system (with line trap) 

(b) C power line system (without line trap) 

Fig. 10.  Power line system of delay path routes and delay time. 

 

測定諸元を Table 5 に示す。送端局のインパルスジェネレ

ータからはキャリア周波数 375kHz の 1 サイクル（2.7µs）を

送信電力 +10dBm 相当で送電線路に注入した。受信装置と

したスペクトラムアナライザは，センター周波数 375kHz の
ゼロスパンに設定し，インパルス応答信号を受信している。 
なお，スペクトラムアナライザの 3dB 帯域幅は，他系統

システムからの回り込みよるノイズフロアの上昇を考慮し

て，100kHz を上限として設定した。このため，メモリーレ

コーダのサンプリングレートはオーバーサンプリングとな

るよう 1MHz で記録した。データ処理としては，2 つの送電

線系統で取得した，それぞれのインパルス応答信号 10 個を

平均化処理し，両送電線系統の平均電力遅延プロファイル

特性として表している。 

(２) インパルス応答試験の測定結果  Fig.9 に測定で

得られた電力遅延プロファイル特性を，Fig.10 に電力遅延プ

ロファイル特性の遅延時間から推定した遅延波の伝搬経路

を示す。Fig.9, Fig.10 の(a)は分岐箇所にライントラップが設

置されている送電系統 B で，(b)が分岐箇所にライントラッ

プが設置されていない送電系統 C を示している。電力遅延

プロファイルから抽出するパスの定義については伝搬遅延

距離100km (333µs) までの平均雑音電力より約3dB以上高い
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Table 6.  Analysis results of additional loss in B power line 

system. 

Delay 
time 
[μs] 

Measured 
PD/PR[dB] 

① 

Delay path 
distance[km] 

Estimated 
PD/PR[dB] 

② 

LADD [dB] 
③=①-② 

55 26.4 16.5 2.9 23.5 

68 25.4 20.4 3.6 21.8 

81 24.2 24.3 4.3 19.9 

109 24.4 32.7 5.7 18.7 

176 31.8 52.8 9.2 22.6 

189 33.8 56.7 9.9 23.9 

 

Table 7.  Analysis results of additional loss in C power line 

system. 

Delay 
time 
[μs] 

Measured 
PD/PR[dB] 

① 

Delay path 
distance[km] 

Estimated 
PD/PR[dB] 

② 

LADD [dB] 
③=①-② 

23 7.9 6.9 1.2 6.7 

48 15.2 14.4 2.5 12.7 

82 19.0 24.6 4.3 14.7 

111 26.9 33.3 5.8 21.1 

137 29.4 41.1 7.2 22.2 

162 31.0 48.6 8.5 22.5 

180 29.9 54.0 9.4 20.4 

200 34.0 60.0 10.4 23.6 

220 34.1 66.0 11.5 22.6 

243 35.8 72.9 12.7 23.1 

283 38.7 84.9 14.8 23.9 

332 39.0 99.6 17.3 21.7 

 

遅延波で，なおかつ〈3･1〉節で示した反射経路モデルの各

組み合わせによる伝搬距離相当の遅延時間が，ほぼ成立す

る遅延波を抽出した。なお，平均雑音電力とは直接波が観

測される前のフロアレベルから求めた平均雑音電力である。 
Fig.9, Fig.10 に示す送電線路における電力遅延プロファイ

ル特性と，遅延波の伝搬経路から次のことが分かる。 
・十数 km から 100km 程度にわたる長距離伝搬の遅延波

が存在しており，(a)の送電系統 B においては，ライントラ

ップによる動作減衰量が生じているため，直接波に近傍し

た時間領域では大きな振幅のパス発生は少ないことが分か

る。 
(b)の送電系統 C においてはライントラップによる動作減

衰量が生じていないため，直接波に近傍した時間領域では

遅延波の減衰量が小さく，振幅の大きいパスが多数発生す

ることが分かる。このことから，送電線路で高速ディジタ

ル伝送を行うには遅延波の影響を極力減少させることが望

ましいため，分岐箇所にライントラップを設置することが

必須となる。しかしながら，分岐にライントラップが設置

できない送電系統での伝送時は，ディジタル電力線搬送装

置に用いる適応波形等化器などは，この遅延特性に対応さ

せた方式検討が必要になってくるものと考える。 
・Fig.9(b)の電力遅延プロファイル特性において，遅延時

間 111µs 前後では遅延波の減衰特性に傾きの違いが見受け

られ，111µs 以降では反射回数増加に伴う反射損の増加量は

小さいことが分かる。 
これは，〈3･1〉節の f 項で設定しているように，遅延波が

伝送線路で伝搬する他，異相間との結合によって残線で伝

搬する遅延波が現れているものである。この残線を伝搬す

る遅延波は，終端装置が設置されていない電気所設備（送

電線と電気所とを接続するラインスイッチと遮断器，およ

び変圧器等）との不整合インピーダンス（50Ω 程度）(16)に

よる大きな反射となるため，結果，反射損失の小さい遅延

波が伝搬され，再び伝送線の相と結合することにより伝送

線側の付加損失より小さい遅延波成分が 111µs 以降に特性

として現れていると考える。 
(３) 測定結果を用いた付加損失算出  Table 6 に送電

系統 B を，Table 7 に送電系統 C の各遅延時間に対応した推

定付加損失 LADD③の算出した結果を示している。推定付加

損失を算出するには，遅延波が伝搬損以外の付加損失を受

けずに伝搬した場合を仮定した推定相対電力値 PD /PR②と，

実測値で得られた相対電力値 PD /PR ①との差を求めること

により，伝送路で受けた付加損失 LADD③を推定することが

できる。 
なお，遅延波が伝搬損以外の付加損失を受けずに伝搬し

た場合の推定相対電力値 PD /PR②は，遅延時間に相当する伝

搬距離の損失となるため，その値は(２)式で示した送電線こ

う長/km あたりの減衰係数 0.174dB を用いて算出した。 
本節では〈3･1〉節で設定した a～f の各項の反射経路モデ

ル順に従い，各反射点などにおける付加損失の算出過程と，

その結果について説明する。 

a. 終端装置が設置されている電気所での反射損   
Table 6 の遅延時間 109µs と Table 7 の遅延時間 111µs にお

いては Fig.10(a), (b)に示すように，終端装置設置の電気所で

の反射経路になるので，終端電気所 1 箇所での反射減衰量

RLTはそれぞれ18.7dB/2=9.4dBと21.1dB/2=10.6dBとなり，

平均値では RLT =10.0dB と推定できる。 
b. ライントラップのみ設置の電気所での反射損   
Table 7 の遅延時間 23µsにおいてはライントラップで終端

された電気所での反射経路（Fig.10(b)参照）となるので，ラ

イントラップ終端での反射減衰量 RLLTは 6.7dB と推定でき

る。ここで，ライントラップの特性インピーダンスは阻止

帯域で 1200Ωとなっている。 
c. ライントラップ設置の分岐箇所での反射損   
Table 6 の遅延時間 55µsにおいては終端装置設置の電気所

での反射と，ライントラップ設置の分岐点との反射経路

（Fig.10(a)参照）になるので，終端装置設置の電気所での反

射損 RLT =10.0dB の値が得られていることから，ライントラ

ップ設置分岐点での反射減衰量 RLJLT は 23.5dB−10.0dB 
=13.5dB と推定できる。 
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Fig. 11.  Mesurement of delay path additional loss and regression 

line, also regression line in estimated non additional loss. 

 

 
Table 8.  Analysis results of additional loss. 

Reflection loss in equipment terminal 
RLT 

10.0dB 

Reflection loss in line trap terminal 
RLLT 

6.7dB 

Reflection loss in line trap branch 
RLJLT 

13.5dB 

Reflection loss in without line trap branch 
RLJ 

2.7dB 

Composite loss in line trap 
BLT 

10.6dB 

Reflection loss in sub-station 
RLSS 

0dB 

Phase-to-phase coupling loss 
LCC 

11.7dB 

 

d. ライントラップ未設置の分岐箇所での反射損   
Table 7 の遅延時間 48µsにおいては終端装置設置の電気所

での反射とライントラップが設置されていない分岐点との

反射経路（Fig.10(b)参照）になるので，ライントラップが設

置されていない分岐点での反射減衰量 RLJは 12.7dB−10.0dB 
=2.7dB と推定できる。 

e. ライントラップ通過と電気所による反射損   
Table 6 の遅延時間 68µs, 81µs においてはライントラップ

を 2 回通過し，電気所インピーダンスによる反射（Fig.10(a)
参照）の付加損失となる。電気所での反射損は次項 f で明ら

かにするので，ここではライントラップ 2 回通過での動作

減衰量 2BLTと電気所インピーダンスでの反射損 RLSSとの合

計付加損失として求めれば，各遅延時間では 21.9dB と

20.0dB となるので，平均値は 21.1dB となり，2BLT +RLSS  

=21.1dB と推定できる。 
f. 異相間結合減衰量と電気所による反射損   
残線伝搬の電気所インピーダンスによる反射損と，異相

間結合減衰量の算出にあたっては，Table 7 に示す送電系統

C の PD /PR①の測定結果をもとに，最小二乗法を用いて明ら

かにする。 
送電系統 C において，残線伝搬している遅延波が特性と

して表れてくるのは〈3･3〉節の(２)により，遅延時間 111µs
以降と推測できているので，これ以降の遅延波で電気所に

よる反射回数が 3 回，4 回，6 回の実測相対電力値 PD /PR①

について反射回数によるグループ分けをし，残線伝搬の遅

延時間相当の距離特性を比較するため，実測値をプロット

したのが Fig.11 である。 
また，プロットしたデータから最小二乗法の直線回帰で

得られた推定付加損失距離特性 RLaも併せて示している。 
さらに，付加損失量の比較のため，Table 7 に示す遅延波

が伝送路で付加損失を受けず伝搬したと仮定した時の推定

相対電力値PD /PR②の距離特性RLnも回帰直線でFig.11に示

している。Fig.11 から分かるように，実測相対電力値 PD /PR

①の特性は電気所での反射回数が増加するにも関わらず，

ほぼ直線回帰線上に分布しており，その決定係数 R2も 0.97
と非常に良くフィットしている結果となっている。さらに，

最小二乗法で得られている遅延波の送電線こう長/km あた

りの減衰係数は，(２)式で得られた値である 0.174dB とほぼ

同一の値，0.163dB を示していることから，残線を伝搬して

いる遅延波の電気所設備（送電線と電気所とを接続するラ

インスイッチと遮断器，および変圧器等）によるインピー

ダンスでの反射損 RLSSは，ほぼ 0dB であるといえ，伝搬距

離相当の損失のみが付加されて伝搬していることが分か

る。このことから反射損 RLSS=0dB とすると，前述した e 項
のライントラップによる動作減衰量 BLTは 10.6dB になると

推定できる。 
次に，異相間結合減衰量については Fig.11 に示している

ように，RLaと RLnの距離特性減衰係数はほぼ等しいことか

ら，推定付加損失距離特性 RLaの回帰式定数項が異相間結合

減衰量になるといえ，その値は 23.3dB となることが分かる。

なお，この値は Fig.5 に示すように伝送線から異相への結合

と，異相から伝送線への再結合の 2 回結合の減衰量である

ため，1 回結合の異相間結合減衰量 LCC=11.7dB の値が得ら

れる。 
ここで，〈3･2〉節の(２)で算出された異相間結合減衰量

LCA( f0, l0)=6.8dB，伝送路距離 l0 =9.1km，周波数 f0 =300kHz
を基準値とし，本節で用いた伝送距離 l=16.6km，中心周波

数 f =375kHz をパラメータとして(４)式に当てはめると，推

定異相間結合減衰量 LC ( f, l )は 11.4dB の値が得られている。

これは実測値 11.7dB と比較するとほぼ一致し，良く推定さ

れていることから，送電線路においても(４)式は充分適用で

きるものと考える。 
以上，これまで得られた付加損失データの結果を Table 8

に示しており，これらパラメータと，(２)式の減衰係数によ

る遅延時間相当距離の伝搬損値，および(４)式を用いた推定

異相間結合減衰量を用いることにより，異なる送電線路環

境においても，電力遅延プロファイルを推定することが可

能であると考える。 
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Fig. 12.  Comparison of delay path profile for transmitting 

in-phase and transmitting out-phase. 

 

(４) 電力遅延プロファイルのモデル  Table 8 に示し

ている付加損失，(２)式の減衰係数から得られる遅延波の伝

搬損値，(４)式を用いた推定異相間結合減衰量により，送電

系統 C における伝送線伝搬の遅延波と，残線伝搬の遅延波

の電力遅延プロファイルのモデル化の例を Fig.12に示した。

伝送線の相を伝搬する遅延波は，直接波に近傍した時間領

域では支配的に作用するものの，各反射点での反射損が付

加されていくため，急激に減衰する特性となることが分か

る。なお，遅延時間 243µs 以降の値は −55dB 以下であるた

め，グラフスケールの最小値で示している。 
一方，残線の相を伝搬する遅延波は，異相間結合減衰に

より直接波に近傍した時間領域では電力値が小さいもの

の，電気所での反射回数が増加しても反射損は付加されな

いため，伝送線の遅延波が受ける反射損等の減衰量より小

さくなる時間領域では支配的に作用することが分かり，そ

のブレークポイントは 137µs となることが確認できる。 
以上のことから，伝送線を伝搬する遅延波と，残線を伝

搬する遅延波の両特性が電力遅延プロファイルに大きく影

響を与えることから，送電線路における電力遅延プロファ

イルを推定するには，この両特性でモデル化することが重

要になると考える。 

4. 雑音特性のモデル化 

送電線路で発生する雑音は，コロナ雑音等によるガウス

性雑音と，碍子雑音等によるパルス性雑音であることが報

告(17)されており，筆者らも報告した実験結果(18)でも同様に，

この 2 つの雑音が重畳した特性となっている。これら雑音

はディジタル伝送を行う上で，エラーレート特性に大きく

影響を与えるため，雑音特性の統計的性質を把握しモデル

化することは，ディジタル電力線搬送装置に適用する誤り

訂正方式などの仕様を決定するうえで，大きなファクター

となってくる。 
本章ではガウス雑音とインパルス雑音が重畳した雑音に

ついて理論検討によるモデルを示し，実験結果との比較に

よるモデルの有用性を検証する。 

〈4･1〉 雑音の理論検討  前述したように送電線路の

雑音はガウス雑音にインパルス雑音が重畳した特性である

ことから，この 2 つの統計的性質について理論検討を行っ

た。ガウス雑音のように正規分布を示す連続性雑音の振幅

をスペクトラムアナライザのような 2 乗検波器で検波した

場合，その電力の累積確率分布 PNoise (x)は指数分布となり次

式で表わされる。 

( ) 1 x
NoiseP x e−= −  ........................................................(５) 

ここで，x は瞬時雑音電力であり，平均雑音電力は 1 に正

規化している。 
次にインパルス信号が受信器に入力されると，用いたフ

ィルタのインパルス応答が出力される。測定に用いたスペ

クトラムアナライザの帯域フィルタはガウスフィルタであ

るので，そのインパルス応答は瞬時電力 x (t)を用いて表すと

次式となる。 
2

02( )( ) f tx t Qe π−=  .........................................................(６) 

ここで，Q はインパルスピーク対平均熱雑音電力比を表

しており，f 0はガウスフィルタ帯域幅のパラメータであり，

スペクトラムアナライザの 3dB 帯域幅（bandwidth）を B と

すると，次式で表される。 

0 2ln 2
Bf =  ..............................................................(７) 

インパルス応答が存在する時間幅を，99.99%のエネルギ

ーが存在する時間幅 t 99.99%として定義する。t 99.99%は次式に

より求めることができる。 

99.99% 2

0

0

( )
0.9999

( )

t
x t dt

x t dt
∞ =

∫
∫

 .............................................(８) 

よって，インパルス応答の累積確率分布 PPulse (x)は，次式

で表される。 

( )
99.99% 0

ln1 1( ) 1
2Pulse

x Q
P x

t fπ
= − ⋅ −  .......................(９) 

このインパルス雑音が，単位時間（1sec）に 1 回発生する

場合，PPulse (x)は，次式で表される。 

( )
99.99%

0 99.99%

ln1( ) 1
2Pulse

x Q
P x t

f tπ

  = ⋅ − ⋅ − 
  

 ..........(10) 

このインパルス雑音が，単位時間（1sec）に平均 n 回発生

する場合，熱雑音とインパルス雑音が重畳した累積確率分

布 PTotal (x)は次式のように近似できる。 

( ) ( ) ( )Total Noise PulseP x P x n P x≈ + ⋅  ................................. (11) 

なお，(11)式はガウス雑音にピーク値が 1 個のインパルス

雑音が重畳したものを表しているが，複数のピーク値を持

つインパルス雑音が重畳した場合は，それぞれのピーク値

の(10)式を(11)式に付加していくことで近似することが可能



送電線路のディジタル伝送のモデル化（佐々木範雄，他） 

 1326 IEEJ Trans. EIS, Vol.132, No.8, 2012 

 
Table 9.  Measurement parameters. 

Measured frequency 250kHz～450kHz 

Receive bandwidth 30kHz 

Recorder sampling rate 1MHz 
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Fig. 13.  Measurement setup. 
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Fig. 14.  Measured noise power and impulse response of 

gaussian filter. 
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であると考える。 
〈4･2〉 雑音測定  理論検討で得られた(11)式の有用

性を検証するにあたり，2 系統の実電力線搬送用伝送路を用

いて雑音測定を行った。測定諸元を Table 9 に，測定系の構

成を Fig.13 に示す。測定は 250kHz から 450kHz 間の周波数

帯域内で，他系統の電力線搬送装置から干渉が少ない周波

数帯を選択し行った。 
受信装置として用いるスペクトラムアナライザは CF 出

力に接続し，3dB 帯域幅は 30kHz のゼロスパンとし，この

帯域内の全雑音電力量をサンプリングレート 1MHz でメモ

リーレコーダに記録した。測定は 1 系統あたり 5 秒間の測

定を，インターバルをおいて 3 回実施した。 
〈4･3〉 実測結果と理論特性との検証  測定で得られ

たインパルス雑音の応答波形を平均化し，ピークで正規化

したインパルス雑音電力の実測応答波形と，(６)式で表され

るガウスフィルタのインパルス電力応答波形を，Fig.14 に示

している。両者の特性は良く一致していることから，送電

線路で測定されたパルス性雑音はインパルス雑音成分であ

ると確認できる。 

また，2 つの送電系統で測定した平均化雑音の実測累積確

率分布と，(11)式による理論累積確率分布を Fig.15 に示す。

横軸が平均雑音電力を基準とした相対電力値 [dB]，縦軸が

横軸の値以上となる時間率 [%]である。指数分布となる熱雑

音成分の領域については理論値と良く一致し，インパルス

雑音成分となる領域についても，それぞれ Q=23dB, 34dB，
n=0.9, 1.0とした場合，実測値と理論特性とが一致しており，

熱雑音とインパルス雑音が重畳した累積確率分布特性とし

て良く表している。 
このことから送電線路の雑音特性は，この 2 つの重畳分

布として，(11)式でモデル化が可能であると考える。 

5. ま と め 

本論文では，送電線路を用いるディジタル電力線搬送方

式において，伝搬損特性，電力遅延プロファイル特性，お

よび雑音特性について，それぞれの特性を明らかにした。

主な結果は以下のとおりである。 
(１) ディジタル伝送時の伝搬損特性について，伝送実験

と実験結果を用いた重回帰分析での伝搬損推定式導出と，

その推定式と実測値との比較を行った。重回帰分析で得ら

れたパラメータである動作減衰量，送電線こう長，送電線

分岐系統（1 分岐，2 分岐）の有無による回帰式については，

その式の有意性を判定する F 値および決定係数とも有用と

なる高い値を示し，また，そのパラメータ値もこれまで報

告されている実験結果ともほぼ一致する結果から，得られ

た推定式で送電線路の伝搬損を良く推定することが可能で

あり，有用であることを示した。 
(２) 送電線路内で遅延波を発生する反射経路モデルを

示し，このモデルに基づき電力遅延プロファイルのモデル

化に必要となる，付加損失（反射損，動作減衰量，異相間

結合減衰量）を周波数特性および時間特性の両実験結果か

ら算出し，その値を明らかにした。 
(３) 伝送線路の 1 線（3 相交流の 1 相）を伝搬する遅延

波の特性と，伝送線路と残線（伝送線路の相とは異なる相）

との異相間結合による残線伝搬の遅延波の特性を明らかに

し，この両特性が電力遅延プロファイルに大きく影響を与
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えることを示した。また，伝送線と残線との異相間結合減

衰量の推定値算出については，メタルケーブル等有線伝送

路で用いられる算出式を送電線路にも適用できることを明

らかにした。 
ところで，分岐箇所におけるライントラップ設置の有無

により，反射量は大きく異なる。特に，高速ディジタル伝

送を行うには分岐箇所へのライントラップ設置は必須とな

るものの，設置が困難な送電系統での伝送時には，長遅延

に対応させた適応波形等化器の検討が必要になる。 
(４) 送電線路雑音は熱雑音とインパルス雑音が重畳し

ていることを明らかにし，雑音モデル化を示した。この雑

音モデルが実測値とよく一致していることを示した。 
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